
JP 5670357 B2 2015.2.18

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　角速度の振動微小機械センサであって、当該角速度の振動微小機械センサは、
　複数の固定点（８～１１）を有し；
　少なくとも２つの励起構造（３、４）を有し、それら励起構造は、前記固定点（８～１
１）にそれぞれ接続された第一のバネ（６、７）に接続され、それにより、該励起構造は
、該第一のバネによって支持されており；
　少なくとも２つの振動質量構造（１、２）を有し、それら振動質量構造は、互いに離れ
て位置しており、かつ、複数の第二のバネ（２７～３０）を介して、前記励起構造（３、
４）にそれぞれに接続され、それにより、該振動質量構造は、該励起構造によってそれぞ
れに支持されており、
　当該角速度の振動微小機械センサの特徴は、
　前記第一のバネのうちの少なくとも１つが連結シーソータイプのバネであって、該連結
シーソータイプのバネは、前記の少なくとも２つの励起構造（３、４）を固い支持構造で
連結しており、該支持構造は、固定軸の周りにおいて表面の平面内で回転し得るように構
成されており、該固定軸は前記表面の平面に対して直角をなす軸であり、これらの構成に
よって、前記少なくとも２つの励起構造は、前記表面の平面内における平行で互いに逆の
位相の振動を行うものとなっており；
　平行で互いに逆の位相の振動を行うものとなっている励起構造のうちの、１つの励起構
造の動作の経路と、他の励起構造の動作の経路とが、前記表面の平面内において隣り合っ
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て並んだ２つの弧形または２つの線を形成するものとなっていることである、
前記角速度の振動微小機械センサ。
【請求項２】
　当該角速度の振動微小機械センサが、さらに、励起コーム構造（１２、１３）を有し、
該励起コーム構造は、上記の少なくとも２つの振動質量構造（１、２）を有する上記の励
起構造（３、４）の間に位置している、請求項１記載の角速度の振動微小機械センサ。
【請求項３】
　上記励起コーム構造（１２、１３）が、中央に位置する固定構造（１４）に支持されて
いる、請求項２記載の角速度の振動微小機械センサ。
【請求項４】
　当該角速度の振動微小機械センサが、さらに、直交運動補償コーム構造（３１、３２）
を有し、該直交運動補償コーム構造は、上記の振動質量構造（１、２）のそれぞれの内部
に位置している、請求項１から３のいずれか一項に記載の角速度の振動微小機械センサ。
【請求項５】
　当該角速度の振動微小機械センサが、さらに、検出コーム構造（２３－２６）を有し、
該検出コーム構造（２３－２６）は、角速度によって生じるコリオリの力の二重差動検出
のために配置されている、請求項１から４のいずれか一項に記載の角速度の振動微小機械
センサ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、角速度を測定するために使用される測定装置に関するものであり、特に、角
速度の振動微細機械センサに関するものである。本発明の目的は、特に小さな角速度の振
動微細機械センサの解決法において、良好な効率で信頼性が高い測定を可能にする改良さ
れたセンサ構造物を提供することである。
【背景技術】
【０００２】
　角速度の振動センサに基づいた測定は単純な概念を有していて、信頼性が高い角速度の
測定方法であることがわかった。角速度の振動センサにおいて特定の公知の一次運動(pri
mary motion)が作成され、それはセンサにおいて維持される。センサでの測定が要求され
る動作はそれから、一次運動の偏差として検出される。
【０００３】
　角速度のセンサで必要とされる中心的な特徴は、振動および衝撃に対する抵抗である。
例えば自動車産業における駆動制御システムのように特に要求が多い用途において、これ
らの必要条件は、極めて厳しい。例えば石によって生じる外部の衝撃またはカーステレオ
によって生じる振動のような鋭い一撃さえも、角速度のセンサの出力に影響するべきでな
い。
【０００４】
　多くの場合使用される角速度の振動センサの動作の原理は、いわゆる音叉原理である。
音叉原理において、一次運動は、共通軸線上の逆位相において振動している２つの直線的
な共振器の振動である。該共振器の動作の方向に対して垂直である方向のセンサに影響を
及ぼしている外部の角速度は、反対方向において質量に影響しているコリオリの力を生じ
させる。
【０００５】
　角速度と比例したコリオリの力は直接質量からでも検出される、または、質量は同じ回
転軸上に連結し、それによって、検出動作は角速度軸の方向の角度の振動である。検出さ
れる角度の振動は、しかしながら外部の機械的な干渉に影響されやすい。
【０００６】
　衝撃および振動からの材料および基礎構造の振動による不可避的な角加速度の例は、角
速度のセンサの検出軸でも生成される。それから、検出共振器の動作は妨げられ、特に干
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渉の周波数がセンサの動作周波数に近い場合、角速度のセンサの出力信号に偏差が生じる
。
【０００７】
　従来技術のいくつかのセンサの解決法は、干渉信号を補正するために示されたものであ
る。そのようなセンサは多くの場合、いわゆる差動検出(differential detection)を用い
て作成され、それによって、外部の機械的な干渉にそれほど反応しないセンサ構造物が達
成される。そのような従来技術のセンサの解決法は例えば、米国特許公報第６，７０５，
１６４号において説明され、そこでは互いに並んで配置される２つの振動質量は、表面の
平面(surface plane)内で、同じ方向において逆位相で直線的に振動している。したがっ
て、検出共振器の軸は両方の質量において共通であり、一次運動に対して垂直である。
【０００８】
　差動検出において、検出共振器の重心の動作の共通軸線は、外部の機械的な妨害に最適
の無感覚性を提供する。２つの質量の差動検出は外部の直線的な加速を無効にし、伝統的
な音叉ジャイロの角加速度に対する感度が検出共振器軸の間の距離と比例しているので、
共通の検出軸の特別な場合にも角加速度を例証する。
【０００９】
　したがって、いわゆる逆転音叉原理による角速度センサのこの実施態様は、例えば伝統
的な音叉と比較すると振動状態においてかなりより確実に作動する。しかしながら、逆転
音叉原理の最も大きな弱点は、外部の妨害に対する一次運動の感受性である。
【００１０】
　前述の米国特許公報第６，７０５，１６４号による構造において、連結された直線的な
共振器は、逆位相においてよりも共通の位相においてより容易に動くことができる。それ
から、主な軸に沿った直線的な加速は、主要な範囲でのそれらの差動検出がこのことによ
り生じられた信号を弱めるにも関わらず質量は物理的に移動するので、相当容易にセンサ
の動作を妨げる可能性がある。
【００１１】
　機械的な妨害を補償するための差動検出よりも良好な解決法は、いわゆる二重差動検出
である。そのような従来技術のセンサの解決法は、とりわけ米国特許公報第６，１２２，
９６１号において説明され、そこでは、図３において二重差動音叉構造が示され、その構
造も上記の並列質量での逆の音叉動作原理を含む。
【００１２】
　米国特許公報第６，１２２，９６１号において、４つの質量が二重差動音叉構造に一緒
に連結され、音叉による差異に基づく質量の２つの対は、並列に逆位相において振動して
いる。この従来の技術構造は、したがって２つの逆位相の逆転音叉を含む。
【００１３】
　実際、二重差動音叉は、一平面における直線的な動作に基づく最も信頼性が高い角速度
センサ構造物である。その最も大きな弱点は、しかしながら極めて複雑であることと、大
きなバネ構造であることである。励起構造はまた設計するのに困難であり、それらも多く
の空間を占めるものである。
【００１４】
　角速度の良好なセンサを設計する際の有意な他の挑戦は、静電駆動の容量性クロストー
ク、特にコリオリの検出である。一次運動の駆動信号は質量の速度と同期し、クロストー
ク信号は多くの場合コリオリ信号を有する位相において正確に観察される。これにより、
とりわけ温度に依存する誤差を生じさせる駆動信号の振幅に依存してセンサのゼロ点の値
の妨害が生じる。
【００１５】
　この問題に対する従来の解決法は、いわゆるキャリア検出である。キャリア検出におい
て、交流電圧、すなわち搬送波は、測定されるキャパシタンス全体に適用される。この構
成では、可変静電容量は前置増幅器の出力信号の振幅を調整するようにされ、キャパシタ
ンスに依存する電圧はキャリアによって復調することによって得られる。それから、容量
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性クロストークによって生じる干渉信号は、搬送周波数で信号帯から離れて調整される。
【００１６】
　しかしながら、キャリア検出は角速度のセンサのすでにかなり複雑な電子回路を複雑に
して、電子回路のコストおよびサイズを増加させてしまい、その信頼性を損なってしまう
。差異に基づくコリオリの検出においてできるだけ完全に漂遊容量によって生じる駆動信
号のクロストークが無効になるように容量性センサ要素を設計することは、実際に価値が
ある。
【００１７】
　本発明の目的は、実際小さなサイズに適し、干渉に抵抗力のある構造の角速度の振動セ
ンサを達成することであり、それにより、表面の平面に対して垂直な角速度が信頼性が高
い方法で測定することができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１８】
【特許文献１】米国特許公報第６，７０５，１６４号
【特許文献２】米国特許公報第６，１２２，９６１号
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【００１９】
　本発明の目的は、表面の平面に対して垂直な角速度の、特に小さな角速度の振動センサ
の解決法における確実かつ良好なパフォーマンスで測定を可能にし、２つの質量を有する
従来技術の解決法と比較すると機械的な干渉にそれほど感度が高くはない、改良された角
速度の振動センサを提供することである。
【００２０】
　本発明によると、角速度のセンサが加えて、励起構造および連結するシーソータイプの
バネを含むような少なくとも２つの振動質量構造を含む角速度の振動微小機械センサが提
供され、前記少なくとも２つの振動質量構造が離れて配置され、前記励起構造が連結する
シーソータイプのバネにより少なくともそれらの一端で固定点に支持されるようにバネに
よって励起構造が支持される。
【００２１】
　好ましくは、前記シーソータイプのバネは、バネの固い支持構造が固定軸の周りにおい
て表面の平面で回転することができるように配置される。好ましくは、前記シーソータイ
プのバネは、該バネが、前記少なくとも２つの振動質量構造を含む励起構造を、表面の平
面において、互いに逆の位相にて振動させるように配置される。好ましくは、前記励起構
造の逆相における振動の動作の経路は、反対方向に２つの平行した弧形を形成する。
【００２２】
　好ましくは、角速度のセンサは、前記少なくとも２つの振動質量構造を含む励起構造の
間に位置する励起コーム構造(excitation comb structures、励起櫛形構造)をさらに含む
。好ましくは、前記励起コーム構造は中央に位置する固定構造に支持される。
【００２３】
　好ましくは、角速度のセンサは、前記少なくとも２つの振動質量構造を含む励起構造の
間に位置する直交運動補償コーム構造(quadrature motion compensating comb structure
s)をさらに含む。好ましくは、角速度のセンサは、検出コーム構造をさらに含み、その検
出コーム構造は一次運動の差動検出に適応する。好ましくは、角速度のセンサはコリオリ
検出コーム構造をさらに含み、その検出コーム構造は角速度によって生じるコリオリ動作
の二重差動検出に適応する。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
　以下に、添付の図の例証となる参照とともに本発明およびその好ましい実施態様を詳述
する。図面の説明は次の通りである：
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【図１】図１は、本発明による角速度の振動微小機械センサの機能的な構造のダイヤグラ
ムを示す；
【図２】図２は、本発明による角速度の振動微小機械センサの代替の機能的な構造のダイ
ヤグラムを示す；
【図３】図３は、本発明による角速度の振動微小機械センサの第２の代替の機能的な構造
のダイヤグラムを示す；
【図４】図４は、本発明による角速度の振動微小機械センサの第３の代替の機能的な構造
のダイヤグラムを示す；
【図５】図５は、二次連結のない実施態様の詳細の例を示す。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　図１は、本発明による角速度の振動微小機械センサの機能的な構造のダイヤグラムを示
す。本発明による表された角速度の振動微小機械センサは離れて配置される２つの質量構
造１、２を含み、その質量構造１、２が、バネ２７－３０によって励起構造３、４に支持
される。前記励起構造３、４は、センサに接しているフレーム５の固定点８－１１に連結
シーソータイプのバネ６、７によって支持される。
【００２６】
　本発明の角速度の振動微小機械センサは、振動質量１、２に支持される容量性コーム構
造２３－２６と、励起構造３、４に連結される励起コーム構造１２、１３とをさらに含む
。前記励起コーム構造１２、１３は質量構造１、２を含む励起構造３、４間に配置され、
前記励起コーム構造１２、１３は、中央に位置する固定構造１４に支持される。
【００２７】
　本発明による角速度の振動微小機械センサは、固定点２１、２２に支持される容量性励
起動作コーム構造１７、１８と、直交運動補償コーム構造３１、３２とをさらに含む。
　本発明による角速度の振動微小機械センサでは、一次運動は、対向する励起コーム構造
１２、１３によって、共通モードの信号を用いて、静電的に励起され、それは、検出コー
ム構造によって差分的に検出される。
【００２８】
　本発明の角速度の振動微小機械センサは、離れて配置される２つの振動質量構造１、２
を含み、それらの質量構造１、２は、励起構造３、４および連結バネ６、７によって、セ
ンサのカバー、および／または、センサの底部に固定された固定点（anchoring points、
係留点)８－１１に吊着(suspended、懸架)される。
【００２９】
　本発明の連結バネ６、７は、固い支持構造が固定軸の周りにおいて表面の平面内で回転
することができるように設計される。したがって、一次運動のサスペンション６、７によ
り、表面の平面における逆相の振動に振動質量１、２の励起３、４が移動される。励起３
、４の走行軌跡は、反対方向において２つの平行した弧形を形成する。
【００３０】
　本発明の角速度の振動微小機械センサにおいて、振動質量１、２は、サスペンション２
７－３０が、コリオリの力によって生じる質量の一次運動から表面の平面における偏差を
可能にするように励起（構造）３、４に吊着される。偏差は、励起方向に対して垂直な方
向において質量１、２の反対方向の表面の平面の偏差を検出する検出コーム構造１５－１
８によって検出することができる。
【００３１】
　図２は、本発明による角速度の振動微小機械センサの代替の機能的な構造のダイヤグラ
ムを示す。示された代替の本発明の角速度の振動微小機械センサは、離れて配置される２
つの質量構造を含み、その質量構造は、バネによって励起構造に支持される。前記励起構
造は、連結シーソータイプのバネによってセンサの固定点に支持される。本発明の代替の
角速度の振動微小機械センサは、励起構造に支持される容量性コーム構造と、励起構造に
連結される励起コーム構造とを含む。前記励起コーム構造は質量構造を含む励起構造間に
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配置され、前記励起コーム構造は中央に位置する固定構造に支持される。本発明の代替の
角速度の振動微小機械センサは、容量性励起動作検出コーム構造と、直角位相動作補正コ
ーム構造とを含む。
【００３２】
　本発明の代替の角速度の振動微小機械センサにおいて、連結バネに加えて、励起構造は
、一次運動の寸法決めバネによってセンサの固定点に支持される。
【００３３】
　本発明の代替の角速度の振動微小機械センサにおいて、励起構造のサスペンションは強
化され、一次運動の共振周波数および曲率半径は、別々の一次運動の寸法決めバネによっ
て調整することができる。
【００３４】
　図３は、本発明による角速度の振動微小機械センサの第２の代替の機能的な構造のダイ
ヤグラムを示す。示された第２の代替の本発明の角速度の振動微小機械センサは、離れて
配置される２つの質量構造を含み、その質量構造は、バネによって励起構造に支持される
。前記励起構造は、連結シーソータイプのバネによってセンサの固定点に支持される。本
発明の第２の代替の角速度の振動微小機械センサは、励起構造に支持される容量性コーム
構造と、励起構造に連結される励起コーム構造とを含む。前記励起コーム構造は質量構造
を含む励起構造間に配置され、前記励起コーム構造は中央に位置する固定構造に支持され
る。本発明の第２の代替の角速度の振動微小機械センサは、容量性励起動作検出コーム構
造と、直角位相動作補正コーム構造とを含む。
【００３５】
　本発明の第２の代替の角速度の振動微小機械センサにおいて、連結バネに加えて、励起
構造は、一次運動の寸法決めバネによってセンサの固定点に支持され、そして、第２の一
次運動の寸法決めバネによってセンサ構成要素に接しているフレーム５に支持される。
【００３６】
　本発明の第２の代替の角速度の振動微小機械センサにおいて、励起構造のサスペンショ
ンは強化され、一次運動の共振周波数および曲率半径は、別々の一次運動の寸法決めバネ
によって調整することができる。
【００３７】
　本発明の第２の代替の角速度の振動微小機械センサにおいて、連結バネに加えて、励起
は、一次運動の曲率半径がほぼ無限になるように、したがって、本質的に表面の平面にお
いて直線的になるようにその動作を限定する一次運動の曲率半径を増やす一次運動の寸法
決めバネによってすべての四隅で吊着される。
【００３８】
　図４は、本発明による角速度の振動微小機械センサの第３の代替の機能的な構造のダイ
ヤグラムを示す。示された第３の代替の本発明の角速度の振動微小機械センサは、離れて
配置される２つの質量構造を含み、その質量構造は、バネによって励起構造に支持される
。前記励起構造は、連結シーソータイプのバネによってセンサの固定点に支持される。本
発明の第３の代替の角速度の振動微小機械センサは、励起構造に支持される容量性コーム
構造と、励起構造に連結される励起コーム構造とを含む。前記励起コーム構造は質量構造
を含む励起構造間に配置され、前記励起コーム構造は中央に位置する固定構造に支持され
る。本発明の第３の代替の角速度の振動微小機械センサは、容量性励起動作検出コーム構
造と、直角位相動作補正コーム構造とを含む。
【００３９】
　本発明の第３の代替の角速度の振動微小機械センサにおいて、連結バネに加えて、励起
構造は、一次運動の寸法決めバネによってセンサの固定点に支持され、そして、第２の一
次運動の寸法決めバネによって固定点でセンサ要素のフレームに支持される。本発明の第
３の代替の角速度の振動微小機械センサにおいて、励起構造のサスペンションは強化され
、一次運動の共振周波数および曲率半径は、別々の一次運動の寸法決めバネによって調整
することができる。
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【００４０】
　本発明の第３の代替の角速度の振動微小機械センサにおいて、連結バネに加えて、励起
は、一次運動の曲率半径がほぼ無限になるように、したがって、本質的に表面の平面にお
いて直線的になるようにその動作を限定する一次運動の曲率半径を増やす一次運動の寸法
決めバネによってすべての四隅で吊着される。
【００４１】
　本発明の第３の代替の角速度の振動微小機械センサにおいて、二重差動検出コーム構造
は、バネ構造によって励起構造にさらに支持される。
【００４２】
　本発明の解決法において、一端を有する一次運動励起構造は、質量の間に位置する。本
発明の解決法において、さらに、コリオリの力の検出構造は差動式であり、それらは励起
構造から遠く離れて対称的にセンサ構成要素の両側に位置し、それらはできる限り互いに
近くにその両側でセンサ構成要素のフレームに固定する。加えて、直角位相信号補正構造
は、励起構造と検出構造との間でできるだけ対称的に配置される。したがって、漂遊容量
によって生じる励起信号クロストークが検出においてほとんどなくなり、加えて、それは
差動聴取において無効にされる。
【００４３】
　実施態様によれば、センサ構造は、質量部(masses)同士の間にある駆動構造に取り付け
られる共通モードの駆動コーム構造を含む。本発明の一実施態様によれば、センサ構造は
、それら質量部の内部に対称性の二重差動検知コームを含む。本発明の一実施態様によれ
ば、励起構造は励起フレーム構造としてのフレームによって実行される。そのような実施
態様によれば、該構造は閉じられたフレーム構造を含む。
【００４４】
　上記の例として示した構造に加えて、本発明の範囲内において、多数の変形例が、発明
による２つの軸を有する角速度のセンサで示すことができる。
【図１】 【図２】
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